
（平成21年３月31日現在）

（単位：百万円）

科　目 科　目

　　（資産の部） 　　（負債の部）

流  動  資  産 52,314 流  動  負  債 31,058

　  現金及び預金 72 　　買掛金 9,705

　  受取手形 11 　　短期借入金 11,819

　  売掛金 27,493 　　長期借入金（1年以内返済） 627

　  商品及び製品 12,469     リース債務 6

　　仕掛品 1,344 　　未払金 7,309

　　原材料及び貯蔵品 5,320 　　未払費用 1,282

　　前渡金 208 　　未払法人税等 139

　　前払費用 98 　　前受金 4

　　繰延税金資産 3,091 　　預り金 82

　　短期貸付金 40 　　その他の流動負債 81

　　未収入金 2,079 固  定  負  債 31,712

　　その他の流動資産 103 　　長期借入金 21,220

　　貸倒引当金 △   20 　　リース債務 23

固  定  資  産 31,712 　　退職給付引当金 9,694

　有形固定資産 16,146 　　環境対策引当金 36

　　建物 7,390 　　その他の固定負債 737

　　構築物 605 負   債   合   計 62,771

　　機械装置 4,640

　　車輌運搬具 15 　　（純資産の部）

　　工具器具備品 149 株　主　資　本 20,296

　　土地 3,317 　資本金 12,224

　　リース資産 28 　資本剰余金 2,494

　無形固定資産 827     資本準備金 2,400

　　ソフトウェア 791     その他資本剰余金 94

　　その他の無形固定資産 36 　利益剰余金 5,577

　投資その他の資産 14,738     利益準備金 140

　　投資有価証券 5,884     その他利益剰余金 5,437

　　関係会社株式 3,729     　圧縮積立金 5

　　出資金 10     　特別償却準備金 3

　　関係会社出資金 891     　繰越利益剰余金 5,428

　　長期貸付金 347 評価・換算差額等 958

　　更生債権等 220 　その他有価証券評価差額金 958

　　長期前払費用 28 純　資　産　合　計 21,254

　　繰延税金資産 3,401

　　その他の投資等 458

　　貸倒引当金 △   233

資産合計 84,026 負債・純資産合計 84,026

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

貸借対照表

金　額金　額
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（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表 

 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．有価証券の評価基準及び評価方法  

（1）子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法に基づく原価法 

（2）その他有価証券 

①時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定しております。） 

②時価のないもの 

移動平均法による原価法 

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

時価法 

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

（会計方針の変更） 

当事業年度より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表分）を

適用しております。 

これによる、営業利益、経常利益、及び税引前当期純利益への影響は軽微であります。 

４．固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。ただし、平成10年４月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く。）につい

ては定額法によっております。 

（2）無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。 

（3）リース資産 

    リース期間を耐用年数とし残存価額を零とする定額法を採用しております。 

（追加情報） 

当事業年度より、平成20年度の法人税法の改正に伴い、機械装置について、改正後の法人税法に基づく耐用

年数に変更しております。これにより、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益は、それぞれ97百万円増加

しております。 

５．外貨建の資産･負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。 

６．引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金は、売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

（2）退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。なお、会計基準変更時差異（6,460百万円）は、10年による均等額を費用処理し

ております。数理計算上の差異は､その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定

額法により翌事業年度から費用処理することとしております。過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法により費用処理することとしております。 

（3）環境対策引当金は、「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」(平成13年６月22

日法律第65号）に基づき､保管するポリ塩化ビフェニル(ＰＣＢ)の処理費用の支出に備えるため、当事業年度末

において見積もった額を計上しております。 

７．リース取引の処理方法 

   （会計方針の変更） 



  

  

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ておりましたが、当事業年度より「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第 13 号（平成５年６月 17

日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３

月30日改正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き続

き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しております。  

これによる、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益への影響はありません。 

８．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

貸借対照表に関する注記 

１．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

建物                6,746百万円 

構築物             88百万円 

機械装置          1,086百万円 

車輌運搬具           0百万円  

工具器具備品          2百万円 

土地            3,086百万円 

投資有価証券        3,449百万円 

  計           14,459百万円 

担保付債務は次のとおりであります。 

長期借入金（１年以内返済）   501百万円 

長期借入金               2,787百万円 

親会社の長期借入金         40,074百万円 

   計           43,362百万円 

２．有形固定資産の減価償却累計額     28,678百万円 

３．偶発債務 

下記会社の金融機関等からの借入金等について債務保証を行っております。 

㈱マルハニチロホールディングス 147,413百万円 

㈱ニチロ十勝食品         1,706百万円 

その他               695百万円 

  計                    149,815百万円 

４．関係会社に対する金銭債権・債務 

短期金銭債権                      415百万円 

長期金銭債権                      310百万円 

短期金銭債務                   12,442百万円 

長期金銭債務                   17,728百万円 

 

税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金の否認、繰越欠損金等であります。 



  

  

 

関連当事者との取引に関する注記 

関係会社等                                     （単位 百万円） 

関係内容 
属性 会社名 住所 資本金 事業の内容

議決権等の所有

(被所有)割合 役員の兼任等 事業上の関係 

親会社 

㈱ﾏﾙﾊﾆﾁﾛ

ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝ

ｸﾞｽ 

東京都 

千代田区 
31,000

その他の 

事業 
(100.00％) 有 

資金の借入 

債務保証 

担保提供 

    

取引内容 取引金額 科目 期末残高 

投資有価証券の売却（注1） 21,984 － － 

  

 

関係内容 
属性 会社名 住所 資本金 事業の内容

議決権等の所有

(被所有)割合 役員の兼任等 事業上の関係 

子会社 
㈱ﾆﾁﾛ十

勝食品 

北海道 

河西郡 
100 

冷凍食品な

らびに缶詰

製造加工 

100.00％ 無 

当社が製品の一

部を仕入販売 

債務保証 

    

取引内容 取引金額 科目 期末残高 

債務保証（注2） 1,706 － － 

    取引条件ないし取引条件の決定方針等 

（注1） マルハニチログループ内関係会社再編の方針に基づき、子会社株式を譲渡しております。なお、譲渡価

額については第三者評価によるものです。 

（注2） 金融機関からの借入に対して保証をしておりますが、保証料の受取は行っておりません。 

 

１株当たり情報に関する注記 

１．１株当たり純資産額     104円90銭 

２．１株当たり当期純利益金額  30円36銭 

  なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、優先株式がありますが、当社株式は非上場である

ため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。 

 

その他の注記 

 （企業結合等） 

  当社は、平成20年４月１日付で会社分割により、水産事業を株式会社マルハニチロ水産に、畜産事業を株式会社

マルハニチロ畜産に、保管物流事業を株式会社マルハニチロ物流にそれぞれ承継するとともに、株式会社マルハニ

チロ水産及びマルハサービス株式会社から食品事業を承継しております。 




